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徳島市立考古資料館 指定管理者募集要項 

 

 

 

第１ 募集の目的 

 

 徳島市立考古資料館（以下「考古資料館」という。）は、徳島市の縄文時代～平安時代ま

での埋蔵文化財資料（考古資料）を中心に、郷土の特色ある文化財を展示し、市民が「い

つでも、自由に、体験できる」とともに「徳島市の歴史と文化」を正しく理解し、郷土に

対する誇りと愛着を深めることにより、文化財の次代への継承、地域文化の創造と発展に

役立つことを目的として、徳島市立考古資料館条例（以下「条例」という。）に基づき、設

置された施設です。 

徳島市教育委員会（以下「教育委員会」という。）では、民間事業者の創意工夫を活かし

た管理運営を行うことにより、施設の設置目的を効果的に達成するために、平成２１年度

から考古資料館に指定管理者制度を導入しました。 

教育委員会は、これまで実施してきた施策を通じて、考古資料館に期待されている役割

を果たし、多様な市民ニーズに応えることにより、考古資料館の価値の向上を図ってきま

した。 

このたび、教育委員会では、現指定管理者の指定期間が、平成２９年３月３１日をもっ

て満了することを受けて、平成２９年４月１日から５年間、これまでの成果を継承すると

ともに課題の克服を図り、考古資料館を発展させることが期待できる指定管理者を新たに

募集いたします。 

 

 

 

第２ 施設の概要  

 

 １ 名 称      徳島市立考古資料館 

 ２ 所在地      徳島市国府町西矢野字奥谷 10 番地の１ 

 ３ 設置目的     市民の教育、学術及び文化の創造と発展に寄与すること。 

 ４ 開館年月日    平成１０年１１月２４日 

 ５ 敷地面積     １２，５２３㎡ 

 ６ 建物の概要 

  ⑴ 規模・構造   鉄筋コンクリ－ト造（一部鉄骨造）平屋建 

  ⑵ 建築面積    １，０４７．９３９㎡ 
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  ⑶ 建物延床面積  ８０２．５㎡ 

  ⑷ 施設内容 

   ア 展示公開部門 ２５０㎡（展示室２００㎡、展示前室２５㎡、展示倉庫２５㎡） 

   イ 収集保存部門 １５０㎡（収蔵庫１００㎡、荷解室２５㎡、搬入口２５㎡） 

   ウ 教育普及部門 １６５㎡（研修室１１７㎡、準備室１０㎡、会議室２５㎡、 

                 図書閲覧室１３㎡） 

   エ 管理研究部門 ６５㎡（事務室３０㎡、受付５㎡、更衣室１０㎡、湯沸室４㎡、 

休養室１２㎡、控室４㎡） 

   オ 共用部門   １７２．５㎡（玄関ホ－ル６０㎡、ラウンジ５０㎡、化粧室・ 

                   便所３２㎡〔男子大２（和１・洋１）・小３、 

                   女子大３（和２・洋１）・身障者用１（洋１）〕、 

                   廊下等３０．５㎡） 

  ⑸ 一般駐車場   普通車 50 台（身障者用１台含む）、大型バス３台駐車可能 

  ⑹ 屋外便所    男子便所大１（和）・小２、女子便所大２（和２）、 

身障者用１（洋１） 

 ７ 事業実績等    「参考資料３ 施設の実績（概要）」をご参照ください。 

 

 

 

第３ 指定管理者が行う業務 

 

 １ 業務の範囲 

   指定管理者が行う業務の範囲は、条例第４条（「参考資料１ 徳島市立考古資料館条 

例」）に規定するとおりです。 

   なお、業務の範囲の詳細については、「徳島市立考古資料館 指定管理者業務仕様書」 

  （以下「仕様書」という。）をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 管理運営の基準 

   管理運営の基準については、仕様書をご参照ください。 

 

○徳島市立考古資料館条例 

 第 4 条 指定管理者は，次に掲げる業務を行う。 

  (1) 第 2 条各号に掲げる事業に関する業務 

  (2) 第 6 条の承諾に関する業務 

  (3) 考古資料館の維持管理に関する業務 

  (4) 前 3 号に掲げるもののほか，教育委員会が必要と認める業務 
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 ３ 指定期間 

   平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

   指定期間については、徳島市議会（以下「議会」という。）での議決により正式に確 

  定することとなります。ただし、議会の議決を得られない場合は指定されません。 

   また、指定期間中であっても、管理を継続することが適当でないと認められるとき 

  は、指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

 ４ 再委託の禁止 

   指定管理者は、管理運営業務の全部を一括して、又は業務の主たる部分を第三者に 

  委託し、又は請け負わせることはできません。 

   ただし、個々の具体的な業務（警備・清掃等）については、事前に教育委員会の承 

  認を得て委託することは可能です。 

   原則として、学芸業務など事業に関する業務（貴重資料の輸送など専門業者に委託 

  することが必要と認められる場合を除く）については、委託することはできませんが、 

施設の維持管理業務など管理に関する業務の一部については、委託することができま

す。 

   具体的な委託可能な業務の例については、「参考資料４ 再委託業務一覧（平成２７ 

  年度実績）」をご参照ください。 

 

５ モニタリング等 

   指定管理者により業務が適正に管理運営されているかどうかを確認するために、事 

  業報告及びモニタリング等を実施します。 

   詳細については、仕様書をご参照ください。 

 

 

 

第４ 管理運営に要する経費等  

   指定管理者は、教育委員会が支払う指定管理料のほか、研修室及び附属設備（以下 

  「研修室等」という。）の利用料金収入や自主事業の収入等をもって、考古資料館の管 

  理運営業務を行うものとします。 

 

１ 指定管理者の収入として見込まれるもの 

 ⑴ 指定管理料  

   ア 指定管理料の提案 

教育委員会は、指定管理料について、これまでの実績等を基に、一定の基準額
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を次のとおり設定しています。 

    指定管理料基準額（年額） ： ３１，６０９，０００円（税込）   

指定管理者の指定を申請する団体（以下「申請団体」という。）は、経費の節減

等について民間事業者のノウハウを活かして、この基準額を目安に指定管理料の

提案をしてください。また、指定管理料の基準額を上回る提案をした場合は失格

となりますので、ご注意ください。 

   イ 指定管理料の決定 

     指定管理料は、指定管理者の指定後に、指定管理者が申請の際に提案した収支

計画書に記載された指定管理料の額を基本として、教育委員会と指定管理者が協

議を行い、最終的に、双方の間で締結する協定書により決定します。 

そのため、指定管理料基準額とは異なりますので、ご注意ください。 

   ウ 指定管理料の使途等 

     指定管理料は、指定管理者が行う考古資料館の管理運営業務（以下「本業務」

という。）の対価として支払われますので、原則として、本業務にのみ用いること

ができます。 

   エ 指定管理料の支払い 

     指定管理料は、会計年度（４月１日から翌年の３月３１日まで）ごとに、四半

期に分割して支払います。支払時期や方法等の詳細は、年度ごとに締結する年度

協定により定めます。 

   オ 指定管理料の精算 

     本業務に要した管理運営経費に対して、指定管理料が不足しても、特別な事由

がない限りは、指定管理料を追加して支払うことはありません。 

     また、本業務を適正に遂行した上で、指定管理者の経営努力によって生じた剰

余金については、原則として、精算による返還を求めません。 

     ただし、本業務の実施状況や事業計画等から判断して、あまりに過大な剰余金

が発生した場合は、双方でその取扱（返還措置も含む）について協議を行い、指

定管理者は適切に対応しなければなりません。 

     なお、その詳細については、協定書において定める予定です。 

  ⑵ 利用料金等 

   ア 研修室等については、利用料金制度を導入しており、利用料金は、全額指定管

理者の収入とします。また、講座等の参加費など仕様書で規定している業務の遂

行に附帯して生じる収入（業務附帯収入）についても指定管理者の収入とします。 

     ただし、指定開始日までに従前の指定管理者が徴収した指定開始日以後の利用

に係る利用料金及び業務附帯収入については、従前の指定管理者の収入とします。 

   イ 利用料金の額については、条例第９条第２項の規定に基づき、指定管理者があ

らかじめ市長の承認を得た上で、定めることとします。なお、この場合、一定の周
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知期間を設け、適切な告知に努めてください。 

  ウ 条例第１１条の規定に基づき利用料金を減免する場合は、下記の減免基準に従う 

   こととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  利用料金の減免基準 

   

内   容 減 免 額 必要書類 

 徳島市又は徳島市教育委員会が主催する行事 全  額 

減免申請書 

 徳島市内の歴史・文化財等の研究団体及び保護団体などが、

文化財保護に関連して開催する行事 
全  額 

 義務教育諸学校及び高等学校の児童・生徒が、教育過程に基

づく教育活動及び総合学習活動の一環として使用する場合 
全  額 

 障害者福祉団体が、障害者の積極的な社会参加を促進するた

めに使用する場合 
全  額 

 市長が特別の事由があると認める場合 
市長が相当

とする額 

○徳島市立考古資料館条例 

 第 9 条 第 6 条第 1 項の承諾を受けた者は，指定管理者に研修室等の利用に係る料金 

  (以下「利用料金」という。)を支払わなければならない。 

 2 利用料金の額は，別表に掲げる額の範囲内において指定管理者があらかじめ市長の 

  承認を得て定める。 

 3 利用料金は，第 6 条第 1 項の承諾の際に納入しなければならない。ただし，指定管 

  理者が特に必要があると認める場合は，この限りでない。 

 4 利用料金は，指定管理者の収入として収受させるものとする。 

 第 11 条 指定管理者は，市長が別に定める基準に従い，利用料金を減額し，又は免除 

  することができる。 

 別表（第９条関係） 

  １ 研修室利用料金 

利用料金の額 １時間につき３００円（全日利用は２，１００円） 

  ２ 附属設備利用料金 

種別 利用料金の額 

ビデオデッキ その他 １件につき１００円 
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⑶ その他の収入 

   ア 自主事業収入 

     自主事業により得た収入は指定管理者の収入とします。 

     自主事業については、別添仕様書「第３－３－⑵ 自主事業」をご参照くださ

い。 

   イ 売店収入・自動販売機収入等 

     売店・自動販売機等を設置する場合は、別添仕様書「第２－４－⑹ 施設の目

的外使用」をご参照ください。 

 

２ 管理運営に要する経費 

⑴ 教育委員会が負担する経費 

    考古資料館の管理運営に必要な経費のうち、以下の経費は、教育委員会が負担し

ます。 

   ア 備品購入費・修繕費の一部（両者が負担する範囲は別添仕様書参照） 

   イ 徳島市立考古資料館協議会委員報酬 

   ウ その他別に断り書きのあるもの 

   ※ 別添仕様書「リスク分担表（別紙１）」をご確認ください。 

※ 上記の経費は、指定管理者の申請時の事業計画書（収支計画書）に含めないよ

うにしてください。 

⑵ 指定管理者が負担する経費 

    本業務を遂行するために必要な経費とし、原則、前項で示した「教育委員会が負

担する経費」以外の経費は、全て指定管理者の負担となります。主な経費は次のと

おりです。 

   ア 人件費 

   イ 管理費（光熱水費、消耗品費、修繕費、委託費、使用料及び賃借料、負担金、 

印刷製本費、通信運搬費、教材費、旅費交通費、什器備品費など） 

   ウ 事業費 

   エ その他本業務に必要な経費 

 

３ 経理等 

   指定管理者は、以下の事項を遵守して、考古資料館の経理を適正に行ってください。 

  ⑴ 経理は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに区分して行うこと。 

  ⑵ 指定管理業務に係る会計とその他業務（法人等の固有業務）に係る会計を区分し、 

   指定管理業務に係る経費と収入は、専用の口座で管理すること。 

  ⑶ 経理に際しての仔細な定めは設けていないが、支出については、少なくとも本要

項「第４－２－⑵ 指定管理者が負担する経費」で示すア～ウについて区別できる 
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よう行うこと。 

  ⑷ 指定管理事業（業務）と自主事業は、明確に区分して会計処理を行うこと。 

  ⑸ 指定管理者は、経理規程を策定の上、必要な帳簿及び会計証拠書類を作成し、適

正に会計を処理すること。 

  ⑹ 指定期間満了後、帳簿については１０年間、会計証拠書類については少なくとも

５年間保管することとし、市及び教育委員会（以下「市等」という。）が閲覧を求め

た場合は、速やかにこれに応じなければならない。 

 

 

 

第５ 申請の手続等 

 

 １ 指定管理者選定スケジュ－ル   

   選定スケジュールは、以下を予定しています。 

  ⑴ 募集要項の公開・配布      平成２８年８月１日（月）～９月１６日（金） 

  ⑵ 現地説明会の受付        平成２８年８月１日（月）～８月１５日（月） 

  ⑶ 現地説明会           平成２８年８月１８日（木） 

  ⑷ 質問の受付           平成２８年８月１８日（木）～８月３１日（水） 

  ⑸ 質問への回答（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で回答）随時 

  ⑹ 申請受付            平成２８年９月１日（木）～９月１６日（金） 

  ⑺ 審査選定            平成２８年１０月上旬～１０月中旬 

  ⑻ 選定結果の通知及び公表     平成２８年１１月１日（火） 

  ⑼ 議会での指定議案の議決     平成２８年１２月下旬 

  ⑽ 指定管理者の指定 

   ア 指定の通知          平成２８年１２月下旬（※議会議決後） 

   イ 指定の告示          平成２８年１２月２８日（水） 

   ウ 指定の公表（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）    平成２８年１２月２８日（水） 

  ⑾ 基本協定の締結等        平成２９年１月 

   ※ 指定管理者の指定は、議会の議決を要しますので、議会承認が得られて正式決 

定となります。ただし、議会の議決を得られない場合は、指定されません。 

 

２ 申請資格等 

⑴ 申請資格 

    申請団体は、次の全ての要件を満たさなければなりません。 

   ア 法人その他の団体（以下「法人等」という。）とし、個人での申請はできません。 

     ただし、法人等の組織の形態（株式会社、任意団体等）は問いません。 
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   イ 指定期間中、考古資料館を安全かつ安定的に管理運営できる資格、財政能力等

を有する者。 

   ウ 考古資料館運営に意欲と熱意を持ち、募集要項及び仕様書（以下「募集要項等」

という。）に定める業務を確実かつ円滑に遂行できる能力を有する者。 

   エ 緊急時に、迅速な対応が確実に果たせる者。 

⑵ 欠格事項 

    法人等又はその代表者が、次の欠格事項のいずれかに該当する場合は、申請する

ことができません。 

   ア 法律行為を行う能力を有しない者。 

   イ 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者。 

   ウ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者及び徳島市又は徳島県が

行う競争入札等に係る指名停止措置を受けている者。 

   エ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことが

ある者。 

   オ 徳島市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（以下「指定手続

条例」という。) 第３条第２項の規定に抵触する者。 

カ 国税、地方税又は延滞金を滞納している者。 

   キ 会社更生法、民事再生法又は破産法等の規定に基づく更正手続き、再生手続き

又は破産手続きをしている者。 

   ク 労働基準法等労働者使用関連法令の違反により公訴、送検又は命令等の行政処

分を受けてから５年を経過しない者。 

   ケ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に掲げる暴力団及びそ

れらの利益となる活動を行う者、暴力団又はその構成員若しくはその構成員でな

くなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制

下にある者。 

   コ 代表者又は役員（法人の監査役及び監事を含む。）のうちに、次のいずれかに該

当する者がいる法人等。 

    (ｱ) 破産者で復権を得ない者。 

    (ｲ) 刑法の規定に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕

を経ないで控訴を提起された日から２年を経過しない者。 

    (ｳ) 暴力団の構成員等。 

    (ｴ) 選定委員会委員。 

   サ その他、法令等に違反していないこと。 

   ※ 暴力団等の関与については、提出された申請書類に基づき、警察との連携によ

る必要な調査を行いますので、予めご了承ください。 
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⑶ 複数の法人等の共同申請 

    サービスの向上又は効率的運営を図る上で必要な場合は、複数の法人等での共同

体（以下「グループ」という。）による申請ができます。この場合、次の事項に留意

してください。 

ア グループの適切な名称を設定し、代表となる団体（以下「代表団体」という。）

を選定してください。また、応募に関する事務はすべて当該グループの代表団体

を通じて行うこととし、教育委員会が当該代表団体に対して行った行為は、当該

グループすべての構成員に対して行ったものとみなします。 

イ 申請書提出後に、代表団体、構成員の全部又は一部を変更することは、原則と

して認めません。ただし、特別な事情により、教育委員会がやむを得ないと認め

た場合は、この限りではありません（その際は、変更に係る必要書類の提出が必

要になります。）。 

ウ 単独で申請を行った法人等が、他の申請団体（グループ）の構成員となること

はできません。また、同時に複数のグループの構成員となることはできません。 

   エ グループが「⑴ 申請資格」の要件を満たすとともに、代表団体及び構成員が、

「⑵ 欠格事項」のいずれにも該当しないことが申請の条件となり、条件を満た

していない場合は失格となります。 

   オ 本要項「第５－６－⑵－イ 申請団体に関する書類」は、全ての構成員につい

て提出してください。また、グループで新たに法人等を設立する場合は、指定管

理者の指定の議決までに、法人登記現在事項証明書又はそれに代わる書類を提出

してください。 

 

 ３ 募集要項等の配付  

  ⑴ 配布期間 平成２８年８月１日（月）から９月１６日（金）まで 

         ただし、土・日・祝日は除きます。 

  ⑵ 配布時間 午前８時３０分から午後５時まで 

  ⑶ 配付場所 徳島市役所１１階 徳島市教育委員会社会教育課 

  ⑷ その他  郵送による配布は行いませんが、徳島市ホームページからダウンロー

ドすることはできます。 

         また、募集要項等の内容が変更された場合、その内容を市ホームペー

ジに掲載しますが、個別の通知は行ないませんので、ご注意ください。 

        （ＵＲＬ：http://www.city.tokushima.tokushima.jp/shisei/shiyakusho/ka_ 

 ichiran/kyoiku/shakai_kyoiku.html） 

 

 ４ 現地説明会の開催  

  ⑴ 開催日時 平成２８年８月１８日（木）午後２時から 
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  ⑵ 集合場所 考古資料館研修室 

  ⑶ 参加資格等 

    本要項「第５－２ 申請資格等」を満たす法人等又はグル－プに所属する者とし 

   ます。人数は、１法人等又は１グループにつき、２名までとします。 

  ⑷ 参加申込  

    現地説明会参加申込書（別紙１）により、必要事項を記入の上、郵送、電子メー 

   ル、ファクシミリのいずれかで、徳島市教育委員会社会教育課までお送りください。

（電話での申込はできません。） 

    なお、未着を防止するため、事後の着信確認をしていただくようお願いします。 

    申込受付期間  平成２８年８月１日（月）から８月１５日（月）まで（必着） 

  ⑸ 内容 

    現地において、施設見学及び概要説明等を行います。現地では質問を受け付けず、

質問については、次項「第５－５ 募集内容等に関する質問」の方法により受け付

けることとします。 

  ⑹ その他 

    指定管理者の指定を申請しようとしている法人等は、申請に係る注意点等につい

て詳細を説明する場合があるため、現地説明会にできる限り参加してください。 

    また、事前に配布（ダウンロード）した資料等は、当日各自でご持参ください。 

 

 ５ 募集内容等に関する質問 

  ⑴ 受付期間 

    平成２８年８月１８日（木）から８月３１日（水）午後５時まで（必着） 

  ⑵ 質問方法  

    質問書（別紙２）により、郵送、電子メール、ファクシミリのいずれかで、徳島 

   市教育委員会社会教育課までお送りください。受付期間以外の質問又は正規   

の手続によらない質問（電話等）には回答できませんので、ご注意ください。質問 

   者は、本要項「第５－２ 申請資格等」を満たす法人等又はグル－プに所属する者 

   とします。 

    なお、未着を防止するため、事後の着信確認をしていただくようお願いします。 

  ⑶ 回答方法 

    受け付けた質問に対する回答をとりまとめ、随時、市のホ－ムペ－ジで回答する 

   予定です。なお、意見の表明と解されるもの、現地説明会で説明済みのもの、質問

内容が不明瞭なものについては、回答しない場合があります。 

 

 ６ 申請書類の提出等 

  ⑴ 申請書類の受付 
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   ア 受付期間 平成２８年９月１日（木）から９月１６日（金）まで 

          ただし、土・日・祝日は除きます。 

   イ 受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

   ウ 受付場所 徳島市教育委員会社会教育課 

   エ 受付方法 申請書類一式を持参により提出してください。郵送等での受付は 

         いたしませんので、ご注意ください。 

  ⑵ 申請書類   

    提出する申請書類一式は、以下のとおりとします。証明書については、申請日前 

   ３ヶ月以内に発行されたものを提出してください。 

    なお、作成に当たっては、別添様式集「申請書類の作成要領」をご参照ください。 

 

   ア 申請書関係 

    (ｱ) 指定管理者指定申請書－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式１） 

    (ｲ) 委任状（申請者が本社等から委任された場合）－－－－－－－－（様式２） 

    (ｳ) 誓約書－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式３） 

    ※グループによる応募の場合は、併せて次の書類を提出してください。 

    (ｴ) グル－プ構成団体届－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式４） 

    (ｵ) グル－プ協定書－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式５） 

    (ｶ) 委任状（グループ用）－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式６） 

 

   イ 申請団体に関する書類 

    (ｱ) 法人等概要書－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式７） 

    (ｲ) 法人等役員一覧－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式８) 

    (ｳ) 法人等の主要業務実績一覧－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式９） 

    (ｴ) 定款、寄附行為、規約その他これらに代わる書類 

    (ｵ) 法人登記現在事項証明書及び印鑑証明書又はこれらに類するもの 

    (ｶ) 申請を行う日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに直近事業 

     年度３年分の収支計算書及び事業報告書又はこれらに類するもの（様式任意） 

    (ｷ) 過去３年分の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの

（様式任意） 

    (ｸ) 直近事業年度３年分の国税及び地方税の納税証明書 

    ※非課税又は納税を免除された法人等にあっては、非課税であること又は納税を 

     免除されたことについての証明書又は申立書（様式任意）を提出してください。 

    ※(ｶ)(ｷ)(ｸ)について、設立から３年を経過していない法人等の場合は、設立時から 

     の書類を提出してください。 

    (ｹ) その他団体の概要がわかるもの（設立趣旨、事業内容のパンフレット等） 
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   ウ 提案書類 

    (ｱ) 事業計画書－－－－－－－－－－－－－－－（様式１０－１～１０－１２) 

    (ｲ) 収支計画書－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－（様式１１) 

    ※ 提案書類については、併せて電子データを記録したＣＤ－Ｒを提出してくだ

さい。ファイル形式は、WORD、EXCEL 又は PDF とします。 

  ⑶ 事業提案について  

申請団体は、募集要項等に示している水準を満たすことを前提に、柔軟に事業計

画を作成し、自身のノウハウや創意工夫を活かした事業提案を行うことができます。 

教育委員会は、提案書類において、具体的かつ効果的な事業の提案を求めていま

すので、申請団体におかれましては、積極的に提案してください。 

ただし、事業提案を行う場合は、募集要項等に規定している事業等に支障がない

ものとし、募集要項等に示す条件を遵守しなければなりません。 

  ⑷ 提出部数  

   提出部数は、正本１部、副本１４部とします。 

  ⑸ 申請書類の取扱等 

   ア 著作権 

    (ｱ) 教育委員会が提示する書類の著作権は、教育委員会に帰属します。これらの

書類を、申請に係る検討以外の目的で利用すること及びこの目的の範囲であっ

ても、教育委員会の了承を得ることなく、第三者に対して、これを開示又は使

用させることを禁止します。 

(ｲ) 申請団体の提出する書類の著作権はそれぞれの申請団体に帰属します。ただ

し、教育委員会は指定管理者の候補者（以下「指定候補者」という。）の公表等

その他教育委員会が必要と認めるときは、申請団体の承諾を得ず、提出書類の

全部又は一部を無償で使用できるものとします。 

   イ 特許権 

     申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他関係法 

    令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手 

    法等を用いた結果により生じた事象に係る責任は、すべて申請者が負うものとし 

    ます。 

   ウ 変更等の禁止 

     提出した申請書類は、申請受付期間内であっても、これを書き換え、差し替え、

追加又は撤回することはできません。ただし、教育委員会が、内容の訂正を求め

る場合及び軽微な内容の訂正と認める場合を除きます。 

   エ 返却等 

     申請書類は、審査のため、選定委員会の委員に配布することがあります。 

     また、提出された申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 
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   オ 情報公開 

     申請書類は、情報公開請求があった場合は、徳島市情報公開条例の規定に基づ 

    き、原則として開示します。なお、申請団体の権利、競争上の地位その他正当な

利益を害する恐れがあるものについては、公開しない場合がありますので、その

場合は、事前に教育委員会に届け出て、相談してください。 

 

 ７ 申請に当たっての留意事項 

  ⑴ 申請に要した費用は、すべて申請者の負担とします。 

  ⑵ 申請書類に不備があった場合は、申請を受付けられないのでご注意ください。 

  ⑶ 教育委員会が審査等に必要と認めるときは、申請書類を補足するための追加資料

の提出を求める場合があります。 

⑷ 申請は、１団体（グループ）につき１申請とし、複数の申請を行うことはできま

せん。また、同一人が複数の提案に関係することはできません。 

  ⑸ 地方自治法、指定手続条例、条例その他考古資料館の管理運営に関し遵守すべき

関係法令を予めご承知おきください。 

  ⑹ 申請団体は、募集要項等を熟読し、これらを遵守しなければならないこと及び申

請時の提案内容は必ず履行しなければならないことを承知の上で申請してください。

また、申請団体は、募集要項等についての不知を理由に異議を申し立てることはで

きません。 

  ⑺ 指定管理者は、法人税等の納税義務を負うことがありますが、納税に関する質問 

は教育委員会では回答できませんので、管轄の税務署等に確認してください。 

  ⑻ 申請書類提出後に、辞退する場合は必ず「指定管理者指定申請辞退届」（様式１２）

を提出してください。 

 

 

 

第６ 指定候補者の選定等 

 

 １ 選定方法 

   指定候補者の選定は、指定手続条例第４条の規定に基づき、教育委員会が公募型プ

ロポーザル方式により行います。 

 指定候補者の選定に当たっては、外部の学識経験者等から構成される選定委員会を

設置し、選定委員会による審査を経て、総合評価点の最も高い団体を選定します。 

また、申請団体が１団体の場合においても、選定委員会を開催し、指定候補者とし

ての適否を判断するものとします。 

   なお、選定委員会の会議については、指定手続条例第４条の２第３項により非公開
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とします。 

  ⑴ 選定委員会 

    選定委員会は、選定過程における透明性を高め、客観的な観点から公正・公平に

選定するため、外部委員（学識経験者など有識者）３人、内部委員（市職員）２人

の合計５人で構成されています。 

  ⑵ 審査方法 

   ア 第一次審査（書類審査） 

     選定委員会の第一次審査においては、申請書類による申請資格、提案内容等に

ついての審査を行います。 

     審査の結果、本要項「第６－４ 無効又は失格」に該当している場合、財務（経

営）状況や提案内容等に重大な欠陥が認められる場合等は、失格となり、第二次

審査に進むことができません。 

イ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング等） 

     選定委員会の第二次審査においては、申請団体によるプレゼンテーションを実

施し、申請団体の提案内容についての説明を受け、指定管理者への意欲、ノウハ

ウ、実施体制、事業展開等について審査を行います。 

また、併せてヒアリングを実施し、不明な部分について確認します。 

 

 ２ 審査日程   

   審査は、平成２８年１０月上旬～１０月中旬を予定しています。 

   選定委員会の開催日時、場所、実施方法等は、各申請団体に別途通知します。 

 

 ３ 審査基準 

   審査は、以下の審査項目ごとに評価を行い、これらの評点を合計したものが、申請

団体の総合評価点となります。 

なお、審査の視点など詳細については、「徳島市立考古資料館指定管理者審査基準」

（別紙３）をご参照ください。 

⑴ 施設の管理運営方針 

 ア 基本方針 

 イ 管理運営体制 

 ウ モニタリング・評価 

⑵ 事業の実施計画 

 ア 事業の実施 

 イ 利用促進 

 ウ 他団体との連携 

 エ 提案事業等（提案事業及び自主事業） 
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⑶ 収支計画及び経費の削減 

⑷ 安定的に管理運営できる経営的基盤及び経営状況 

⑸ その他 

 ア 管理運営者の責務 

 イ 行政連携 

 

 ４ 無効又は失格 

   申請者が以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となります。 

なお、グループによる申請の場合、その構成員のいずれかが以下の事項に該当した 

場合も、無効又は失格となるのでご注意ください。 

   また、指定候補者として選定後に、以下の事項に該当することが発覚した場合も、 

同様とし、指定管理者に指定しないこととなります。 

  ⑴ 申請書類の内容が次の項目に該当するとき。 

・ 虚偽の内容が記載されたもの 

・ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

   ・ 関係法令に違反する記載があるもの 

・ 募集要項等に違反し、又は著しく逸脱した提案になっているもの 

   ・ 利用者の平等な利用が確保されない提案になっているもの 

  ⑵ 申請資格を満たしていないことが判明したとき。 

  ⑶ 欠格事項に該当していることが判明したとき。 

  ⑷ 重複申請が判明したとき。 

  ⑸ 著しく社会的信用を損なう行為等により、指定管理者として業務を行うことがふ

さわしくないと教育委員会が認めたとき。 

  ⑹ 選定委員会委員、本市職員並びに関係者に対して、当該申請に係る不正な接触の

事実が認められたとき、又は、選定審査に関する不当な要求等を申し入れたとき。 

  ⑺ 他団体の申請を妨害したとき。 

  ⑻ その他不正行為があったと教育委員会が認めたとき。 

 

 ５ 指定候補者の選定 

   教育委員会は、選定委員会から選定結果の報告を受け、最も評価の高かった申請団

体を優先交渉権者として、両者の間で細目協議を行います。細目協議が整った段階で、

指定候補者として選定します。 

   なお、優先交渉権者と協議が整わない場合には、優先交渉権者との協議を中止する 

  こととし、選定委員会において次点となった者との間で改めて協議を行い選定します。 
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 ６ 選定結果の通知及び公表 

 ⑴ 選定結果の通知 

    指定候補者の選定結果は、審査を受けた全ての申請団体に対して、文書により通

知します。なお、通知の時期は平成２８年１１月１日（火）を予定しています。 

  ⑵ 選定結果の公表 

    指定候補者の選定結果は、市ホームページ上で公表いたします。選定結果の公表

に当たり、それぞれの団体の名称、得点等が明らかになることを、予めご承知おき

ください。 

    公表される具体的な内容は次のとおりです。 

   ア 施設名称及び施設の概要 

   イ 指定候補者に選定した団体 

    (ｱ) 所在地 

    (ｲ) 団体名 

    (ｳ) 代表者名 

   ウ 指定予定期間 

   エ 申請団体名（申請受付順） 

   オ 選定結果 

    (ｱ) 選定理由 

    (ｲ) 選定団体の総得点、項目別得点 

    (ｳ) 選外団体の総得点 

     ただし、非選定団体が特定される場合は総得点を公表しない場合もあります。 

   カ 選定委員会の委員の役職又は職種、氏名 

 

 

 

第７ 指定管理者の指定及び協定締結 

 

 １ 指定管理者の指定等 

 ⑴ 指定管理者の指定 

指定管理者の指定には、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議会の

議決が必要です。したがって、教育委員会は、指定候補者を選定した後、指定管理

者の指定に関する議案を議会へ上程します。その後、議会の議決を得てから、指定

管理者の指定を行うこととします。 

    なお、災害その他の不可抗力など市及び指定管理者双方の責めに帰すことができ

ない事由により、募集要項等に定めたとおり実施することが困難な事態が生じた場

合は、指定前に協議のうえ、必要な措置をとる場合があります。 
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 ⑵ 議会の議決を得られない場合 

    指定管理者の指定について、議会の議決を得られない場合は、指定管理者として

指定されません。 

    この場合において、市等は、指定管理者の指定に関する議会の議決が得られない

ことにより指定候補者に生じた損害を負担しません。 

 ⑶ 指定管理者の指定後の対応 

    指定管理者の指定後、教育委員会と指定管理者は、先に実施した細目協議の内容

を前提に、更に業務を実施する上で必要となる詳細事項について協議を行います。 

    ただし、指定管理者の指定を受けた団体が、次の事項に該当するときは、指定を

取り消す場合があり、この場合においても、教育委員会は、指定管理者に生じた損

害を負担しません。 

ア 正当な理由なく協定の締結に応じないとき。 

イ 本要項「第６－４ 無効又は失格」に該当していることが発覚したとき。 

ウ 指定管理者としての業務の履行が確実でないと見込まれることとなったとき。 

エ その他指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

 

 ２ 協定の締結 

  ⑴ 協定の考え方 

    教育委員会と指定管理者が、指定管理者の指定後に詳細事項について協議した内

容に基づき、考古資料館の管理運営に関して必要な事項について定める基本協定を

締結します。 

 この場合、必要に応じて指定管理者の提案に対して、提案内容の趣旨に変更のな

い範囲において、修正を求めることができるものとし、指定管理者は、特別な理由

がない限り、この求めに応じなければなりません。 

また、基本協定の締結後、年度ごとの指定管理料の支払に関する事項（支払時期

や方法等）等を定める単年度における年度協定を締結します。 

  ⑵ 協定の内容 

協定の内容は、主に次の事項について、細目的に定めることとする予定です。 

ア 指定期間に関する事項 

イ 施設の管理経費に関する事項 

ウ 管理運営業務の内容及び方法等に関する事項 

エ 事業計画、事業報告、教育委員会との連絡調整等に関する事項 

オ 指定管理者の自主事業等に関する事項 

カ モニタリング等に関する事項 

キ 教育委員会と指定管理者の責任区分、費用負担に関する事項 

ク 管理運営業務の引継に関する事項 
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ケ 指定の取消及び管理運営業務の停止に関する事項 

コ 機密保持、個人情報保護に関する事項 

サ 緊急時の対応に関する事項 

シ その他教育委員会が必要と認める事項 

  ⑶ 疑義等 

協定書の解釈に疑義が生じた場合、又は定めのない事項が生じた場合は、法令、 

   条例、募集要項等に定めのある場合は、それらに従います。定めがない場合は、教

育委員会と指定管理者が協議の上、定めることとします。 

 

 

 

第８ 指定管理者の変更等 

 

 １ 引継業務 

⑴ 管理運営業務開始までに必要な引継について 

管理運営業務開始までに、管理運営業務を円滑かつ確実に行えるように、次の事

項に留意して、引継を受け、準備を行ってください。 

ア 教育委員会と十分に協議を行うとともに、現指定管理者から漏れなく引継を受

けること。 

イ 管理運営業務の実施に必要な管理運営体制を構築するとともに、各業務の習得

のために必要な教育、研修等を行うこと。 

ウ その他必要書類の作成等業務開始のために必要な準備を行うこと。 

⑵ 次期指定管理者への業務の引継について 

次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるように十分な引継期間を確

保し、指定期間満了前までに、管理運営業務の実施に必要な事項を記載した事務引

継書を作成し、必要な引継を漏れなく行ってください。ただし、継続して指定管理

者に指定された場合はこの限りではありません。 

⑶ 留意点 

   ア 現指定管理者及び次期指定管理者は、業務の引継が適切に完了したことを示す

報告書を、書面により教育委員会に提出してください。 

   イ 引継に係る費用は、現指定管理者及び次期指定管理者それぞれの負担とします。 

 

 ２ 原状回復義務 

  ⑴ 指定管理者は、指定期間が満了したとき又は指定が取り消されたときは、市が貸

与した施設、設備、備品等を、指定期間開始時に貸与した際の状態のまま返還する

ものとします（ただし、経年劣化により変化した場合は復元を要しません）。 
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  ⑵ 指定管理者は、施設、設備、備品等を毀損滅失したときは、教育委員会の指示す

るところにより、それらを原状に回復し、又は損害を賠償しなければならないもの 

とします。 

  ⑶ 指定管理者は、施設又は設備の原状を変更しようとする場合は、あらかじめ教育

委員会と協議の上、承認を得ることとし、その場合、当該指定管理者の指定期間が

満了したとき又は指定が取り消されたときは、指定管理者の費用及び責任において、

教育委員会が承認した事項を除き、原状に回復して返還するものとします。 

 

 ３ 指定管理者の指定の取消等 

⑴ 指定管理者の指定の取消等 

   教育委員会は、指定管理者が以下の事項に該当すると認めた場合は、地方自治法

第２４４条の２第１１項の規定に基づき、その指定を取り消し、又は期間を定めて

業務の全部又は一部の停止を命じることができます。 

   ア 指定管理者が、指定管理者の指定後に、本要項「第６－４ 無効又は失格」に

該当することが発覚した場合。 

   イ 本業務の実施に際し、不正行為があった場合。 

   ウ 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難となった場合。 

   エ 指定管理者が倒産又は財務状況が著しく悪化し、業務の遂行が確実でないと認

められる場合。 

   オ 指定管理者が教育委員会に対し虚偽の報告を行い、又は正当な理由なく調査を

妨げ若しくは指示に従わない場合。 

   カ 指定管理者が法令及び協定の規定に違反した場合。 

   キ 募集要項等及び協定書に定める事項を履行しない場合。 

   ク 募集要項等に示す管理運営水準を満たしていないと認められる場合（この場合

の詳細は別添仕様書「第６－２ 業務不履行時の手続」を参照。）。 

   ケ 指定管理者から指定の取消の申出があり、その理由が妥当なものであると認め

られる場合。 

   コ その他教育委員会が、指定管理者による管理運営を継続することが適当でない

と認める場合。 

⑵ 不可抗力等 

    災害その他の不可抗力等市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由

により業務の継続が困難となった場合、業務継続の可否について協議するものとし

ます。協議の結果、教育委員会が業務の継続が困難と判断した場合又は一定期間内

に協議が伴わない場合、教育委員会は、その指定を取り消し、又は期間を定めて業

務の全部又は一部の停止を命じることがあります。 
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⑶ 指定の取消時等の留意事項 

   ア 指定管理者に生じた損害に対し、市等は賠償責任を負いません。また、指定の

取消等に伴う市等の損害について、市等は、指定管理者に損害賠償を請求するも

のとします。 

   イ 指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく考古資料館の管理運営業務

を遂行できるよう本要項「第８－１ 引継業務」に定める引継を行うものとしま

す。 

 

 

 

第９ 問合せ先 

   徳島市教育委員会社会教育課管理係  担当：吉岡、堤 

    〒770－8571 徳島市幸町２－５ 

     電話 088－621－5566   ファクシミリ 088－624－2577 

     電子メール  shakai_kyoiku@city.tokushima.lg.jp 



別紙１  

 

現地説明会参加申込書  
 
                             平成   年   月   日  
 
 
 徳島市教育委員会  殿  
 
                （申込者）  所  在  地  

                      法人等名称  

                      代表者氏名  
 
 
 「徳島市立考古資料館指定管理者募集」に係る現地説明会の参加について、次のとおり参

加を申込みします。  
 
 
参加者の所属及び氏名  
 

 

 
所           属  

 
 

 

 
氏            名  

 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
担当者連絡先  
 

 

 
  氏      名  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
  所      属  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
  所   在   地  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
  電  話  番  号  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
  ファックス番号  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
  メ－ルアドレス  
 
 

 

 
 
 
 

 注１  グル－プの場合の申込みは、グル－プの代表団体が行うこととします。  

    また、グル－プの代表団体はできる限り出席してください。  

 注２  現地説明会への参加人数は、１法人等または１グループにつき、２名までとします。  



別紙２  
 
 

質    問    書  
 
 

                             平成   年   月   日  
 
 
 徳島市教育委員会  殿  
 
 
               （質問者）  所在地  

                     法人等名称  

                     担当者氏名  

               （連絡先）  電話番号  

                     ファックス番号  

                     メ－ルアドレス  
 
 
 徳島市立考古資料館指定管理者の募集内容等に関して、次のとおり質問書を提出します。  
 
 

 

 
 区分  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 頁  
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 表題  
 
 

 

 
 
 
 

 

質       問       事       項  
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 注１  区分欄に質問対象の名称（募集要項、仕様書等）を記載してください。  

 注２  質問事項は本様式１枚につき１項目として簡潔かつ明確に記載してください。  

 注３  質問事項が複数の場合は、右上に通しの質問番号を明記してください。  

 



別紙３

様式 審査の視点 配点

施設の管理運営に対する基本的な考え方が、本施設の設
置目的を的確に把握した内容であるか。

10

施設の管理運営に対する基本的な考え方が、本施設の理
念や基本方針に適した内容であるか。

10

管理運営業務の遂行において、仕様書等で示す事業を効
果的に推進できる管理運営体制（職員の人的構成・配置、
資格の有無等）となっているか。

10

管理運営体制（職員の人的構成・配置、資格の有無等）
が、受付・案内などの来館者サービスや、緊急時の安全確
保など、施設利用者への対応が十分にできるものとなって
いるか。

10

モニタリング・評価 １０－３
管理運営業務について、利用者ニーズの把握、課題抽出
及び評価の方法からフィードバックまでの効果的な仕組み
の提案がされているか。

10

事業計画が、本施設の設置目的に沿うものであり、仕様書
と適合しているか。

10

事業計画が、本施設の特性や地域性を理解したものであ
り、利用促進や市民サービスの向上を期待できるものとなっ
ているか。

10

利用促進 １０－５
広報・営業活動を中心とした利用促進に向けた取組につい
て、効果的な提案がされているか。

10

他団体との連携 １０－６
管理運営業務を行うに当たり、効率的かつ効果的な事業の
推進のために、他団体（学校・地域団体・ボランティア団体
等）との連携について、適切な提案がされているか。

10

提案事業（自主事業）の内容が、施設の当面の重点課題を
解決するために効果的であり、具体的で実現可能な提案と
なっているか。

10

提案事業（自主事業）の内容が、民間ノウハウを活かした独
創的なものとなっているか。

10

提案事業（自主事業）の内容が、公の施設の使命を果たす
ことができ、地域住民をはじめとした利用者のニーズに応え
られる公益性の高いものとなっているか。

10

収支計画の積算は、明確かつ適切なものであり、透明性の
高い収支計画となっているか。

10

施設の維持管理業務及び住民サービスの質が低下するこ
とのない無理のない収支計画となっているか。

10

事業計画や提案事業（自主事業）の実施にあたり、支障の
ない収支計画となっているか。

10

指定期間内において、経費の節減が期待できるなど、経費
節減等の取組が適切であるか。

10

十分な経営資源（組織、人材、財政、専門性等）を有してい
るか。

10

本施設と同種の施設における管理運営の実績があるなど、
管理運営業務を遂行する能力がある団体と認められるか。

10

管理運営者の責務
１０－９
１０－１０

個人情報保護、危機管理体制などについて、施設の管理
運営者としての責務を果たすものとなっているか。

10

行政連携 １０－１１
徳島市教育委員会との協働の進め方や考古資料館を活用
した市政を反映する方策は、提案されているか。

10

合計

提案事業等
（提案事業及び自
主事業）

／２００

／２０

／２０

／５０

１０－１

１０－２

その他

／７０

１０－７
１０－８
１１

募集要項に示
す「申請団体
に関する書
類」

安定的に管理運営できる経営的基盤及び
経営状況

／４０

徳島市立考古資料館指定管理者 審査基準

審査項目

収支計画及び経費の削減

１０－４

１０－７

事業の実施計画

施設の管理運営方針

基本方針

管理運営体制

事業の実施
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○徳島市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

平成１７年９月２８日 

条例第２１号 

改正 平成２３年３月２９日条例第７号 

平成２４年３月２９日条例第４号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条

第１項に規定する公の施設（以下「公の施設」という。）に係る法第２４４条の２第３項に規

定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）の指定の手続等に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（公募） 

第２条 市長又は教育委員会（以下「市長等」という。）は，指定管理者に公の施設の管理を行

わせようとするときは，次に掲げる事項を明示して指定管理者の指定を受けようとする法人そ

の他の団体（以下「団体」という。）を公募するものとする。 

(1) 公の施設の概要 

(2) 申請することができる団体の資格 

(3) 申請を受け付ける期間（以下「申請期間」という。） 

(4) 選定の方法及び基準 

(5) 管理の基準 

(6) 指定管理者が行う管理の業務の範囲及び具体的内容 

(7) 指定管理者に管理を行わせる期間（以下「指定期間」という。） 

(8) 利用料金（法第２４４条の２第８項に規定する利用料金をいう。以下同じ。）に関する事

項 

(9) 前各号に掲げるもののほか，市長等が必要と認める事項 

（指定管理者の指定の申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとする団体は，別に定める申請書に次に掲げる書類を添え

て，申請期間内に市長等に申請しなければならない。ただし，市長等が理由があると認めると

きは，添付すべき書類の一部を省略することができる。 

(1) 団体の組織及び財務の状況を記載した書類 

(2) 管理に係る事業計画書 

(3) 管理に係る収支計画書 

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長等が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず，市長又は議会の議員が，その無限責任社員，取締役，執行役若し
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くは監査役又はこれらに準ずべき者若しくは支配人となっている法人（市長にあっては，市が

資本金，基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を除く。）につ

いては，同項の申請（以下「申請」という。）をすることができない。 

（一部改正〔平成２３年条例７号〕） 

（指定候補者の選定） 

第４条 市長等は，申請があったときは，次に掲げる選定基準に照らして総合的に審査し，公の

施設の管理を行うことについて最も適当と認める団体を指定管理者となるべき候補者（以下「指

定候補者」という。）として選定するものとする。 

(1) 市民の平等な利用が確保されること。 

(2) 事業計画書の内容が，公の施設の効用を最大限に発揮させるものであること。 

(3) 事業計画書に沿った管理を安定して行う人的能力及び物的能力を有するものであること。 

(4) 収支計画書の内容が，公の施設の管理経費の縮減が図られるものであること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか，市長等が公の施設の性質又は目的に応じて別に定める基準 

２ 市長等は，前項の規定により指定候補者を選定しようとするときは，指定候補者選定委員会

に諮問しなければならない。 

３ 市長等は，第１項の規定による選定をしたときは，速やかに，その結果を当該申請をした団

体に通知しなければならない。 

４ 市長等は，第１項の規定により指定候補者を選定した後，第６条第１項の規定による指定を

するまでの間において，当該指定候補者を指定管理者に指定することが不可能となり，又は著

しく不適当と認められる事情が生じたときは，申請をした団体（当該指定候補者を除く。）で

あって第１項各号の基準に該当するもののうちから，再度，同項の規定により指定候補者を選

定することができる。 

（一部改正〔平成２４年条例４号〕） 

（指定候補者選定委員会） 

第４条の２ 指定候補者の選定について審査するため，指定候補者選定委員会を置く。 

２ 指定候補者選定委員会は，公募を行う公の施設ごとに置くものとする。ただし，公の施設の

性質，目的等を勘案して市長等が必要と認めるときは，一の指定候補者選定委員会に複数の公

の施設に係る指定候補者の選定について審査させることができる。 

３ 指定候補者選定委員会の会議は，公開しない。 

４ 前３項に定めるもののほか，指定候補者選定委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，市

長等が別に定める。 

（追加〔平成２４年条例４号〕） 

（指定候補者の選定の特例） 
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第５条 市長等は，第２条の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，公募に

よらないで，第４条第１項各号の基準に該当する団体であって適当と認めるものを指定候補者

として選定することができる。 

(1) 公の施設の設置目的の効果的な達成のために地域住民による自主的な管理運営が必要と

認められるとき。 

(2) 申請期間中に申請がなかったとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか，公募を行わないことについて合理的な理由があると市長等が

認めるとき。 

２ 市長等は，前項の規定により指定候補者を選定するときは，あらかじめ当該団体に対し，第

３条第１項に規定する申請書，同項各号に規定する書類その他の書類で市長等が必要と認める

ものの提出を求めるものとする。 

（一部改正〔平成２４年条例４号〕） 

（指定管理者の指定等） 

第６条 市長等は，指定候補者について，法第２４４条の２第６項の規定による議会の議決があ

ったときは，当該指定候補者を指定管理者に指定するものとする。 

２ 市長等は，指定管理者の指定をしたときは，その旨を告示しなければならない。 

（協定の締結） 

第７条 指定管理者は，本市と次に掲げる事項について，公の施設の管理に関する協定を締結し

なければならない。 

(1) 第３条第１項第２号の事業計画書に記載された事項 

(2) 利用料金に関する事項 

(3) 本市が支払うべき管理に要する経費に関する事項 

(4) 利用者等に係る個人情報の保護に関する事項 

(5) 事業報告に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理の業務の停止に関する事項 

(7) 前各号に掲げるもののほか，市長等が必要と認める事項 

（一部改正〔平成２３年条例７号〕） 

（事業報告書の作成及び提出） 

第８条 指定管理者は，年度が終了したとき又は年度の途中において指定を取り消されたときは，

市長等が定める期日までに，次の事項を記載した事業報告書を作成し，市長等に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 管理の業務の実施状況 

(2) 利用状況及び使用料又は利用料金の収入の実績 
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(3) 管理に係る経費の収支状況 

(4) 前３号に掲げるもののほか，指定管理者による公の施設の管理の実態を把握するために，

市長等が必要と認める事項 

（業務報告の聴取等） 

第９条 市長等は，公の施設の管理の適正を期するため，指定管理者に対し，その管理の業務及

び経理の状況に関し，定期に又は必要に応じて臨時に報告を求め，実地に調査し，又は必要な

指示をすることができる。 

（地位の承継等） 

第９条の２ 指定管理者の指定を受けた団体について，合併，分割その他これらに類する行為が

あったときは，合併後存続する団体，合併により設立された団体又は分割若しくは合併若しく

は分割に類する行為により当該公の施設の管理の業務に関する権利義務の全部を承継した団体

は，当該指定管理者としての地位を承継する。 

２ 前項の規定は，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５

０号）の規定により，公益社団法人，公益財団法人，一般社団法人又は一般財団法人に移行し

た団体であって，当該公の施設の管理の業務に関する権利義務の全部を承継した団体について

準用する。 

（追加〔平成２３年条例７号〕） 

（指定の取消し等） 

第１０条 市長等は，指定管理者が第９条の指示に従わないときその他指定管理者の責めに帰す

べき事由により当該指定管理者による管理を継続することができないと認めるときは，その指

定を取り消し，又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 市長等は，前条の規定により指定管理者としての地位を承継した団体について，当該公の施

設の管理を行うことが適当でないと認めるときは，その指定を取り消すことができる。 

３ 市長等は，前２項の規定により指定を取り消した場合又は期間を定めて管理の業務の全部若

しくは一部の停止を命じた場合（以下「指定取消し等の場合」という。）は，その旨を告示し

なければならない。 

４ 本市は，指定取消し等の場合に生じた損害については，指定管理者に対し，その賠償の責め

（求償に対する支払の責めを含む。）を負わない。 

（一部改正〔平成２３年条例７号〕） 

（市長等による管理） 

第１１条 市長等は，指定取消し等の場合，又はやむを得ない事由により管理の業務の全部若し

くは一部を行うことが困難となった場合において必要があると認めるときは，他の条例の規定
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にかかわらず，管理の業務の全部又は一部を自ら行うものとする。 

２ 前項の規定により市長等が管理の業務を行うこととした公の施設において，指定管理者に利

用料金を徴収させることとしていた場合においては，当該公の施設に係る条例に定める利用料

金の額の上限の範囲内で市長が定める額（当該条例で利用料金の額が定められている場合にあ

っては，当該利用料金の額）を使用料として徴収する。 

３ 市長は，公益上必要があると認めるとき又は特別の事由があると認めるときは，前項の規定

による使用料を減額し，又は免除することができる。 

４ 第２項の規定により徴収した使用料は，返還しない。ただし，市長が特別の事由があると認

めるときは，その全部又は一部を返還することができる。 

５ 市長等は，第１項の規定により管理の業務を行うこととした場合若しくは同項の規定により

行っている業務を行わないこととした場合又は第２項の規定により使用料の額を定めた場合は，

その旨を告示しなければならない。 

（一部改正〔平成２３年条例７号〕） 

（原状回復の義務） 

第１２条 指定管理者は，その指定期間が満了したとき（当該期間の満了後引き続き指定管理者

に指定されたときを除く。）又は指定を取り消されたときは，速やかに，その管理を行わなく

なった公の施設の施設及び設備等を原状に回復しなければならない。ただし，市長等の承認を

得たときは，この限りでない。 

（損害賠償の義務） 

第１３条 指定管理者は，故意又は過失によりその管理する公の施設の施設又は設備等をき損し，

又は滅失したときは，その損害を賠償しなければならない。ただし，市長等がやむを得ない事

由によるものであると認めるときは，その全部又は一部を免除することができる。 

（一部改正〔平成２３年条例７号〕） 

（秘密保持の義務） 

第１４条 指定管理者若しくは公の施設の管理の業務に従事している者又はこれらのものであっ

たものは，公の施設の管理に関し知り得た個人情報又は秘密を他人に漏らし，又は当該公の施

設の管理以外の目的に利用してはならない。 

（一部改正〔平成２３年条例７号〕） 

（情報公開） 

第１５条 指定管理者は，公の施設の管理の業務に関して保有する情報の公開について必要な措

置を講じなければならない。 

（有限責任事業組合に関する読替え等） 

第１５条の２ 第３条第２項の規定は，有限責任事業組合（有限責任事業組合契約に関する法律
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（平成１７年法律第４０号）第２条に規定する有限責任事業組合をいう。以下同じ。）につい

て準用する。この場合において，同項中「市長又は」とあるのは「市長若しくは議会の議員又

は市長若しくは」と，「，その」とあるのは「その」と，「監査役又は」とあるのは「監査役

若しくは」と，「について」とあるのは「が組合員である第１５条の２第１項に規定する有限

責任事業組合について」とする。 

２ 第１０条第２項の規定は，有限責任事業組合契約に関する法律の規定により，組合員が新た

に加入し，又は脱退した有限責任事業組合について準用する。 

（追加〔平成２３年条例７号〕） 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長等が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際，現に指定管理者である者の当該指定に関する手続等は，この条例の規

定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２３年３月２９日条例第７号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２９日条例第４号） 

この条例は，平成２４年４月１日から施行する。 
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○徳島市立考古資料館条例 

平成１０年６月２４日 

条例第２６号 

改正 平成２０年６月３０日条例第２０号 

平成２４年３月２９日条例第１４号 

（設置） 

第１条 本市は，市民の教育，学術及び文化の創造と発展に寄与するため，考古資料館を設置す

る。 

２ 考古資料館の名称及び位置は，次のとおりとする。 

名称 徳島市立考古資料館 

位置 徳島市国府町西矢野字奥谷１０番地の１ 

（事業） 

第２条 徳島市立考古資料館（以下「考古資料館」という。）は，次に掲げる事業を行う。 

(1) 原始・古代を中心とした考古資料等に関する実物，複製，模写，模型，文献，写真，図表，

フィルム等の資料（以下「考古資料館資料」という。）を収集，保管及び展示すること。 

(2) 考古資料館資料の利用者に対し，必要な説明，助言，指導等を行うこと。 

(3) 考古資料館資料に関する専門的，技術的な調査研究を行うこと。 

(4) 考古資料館資料に関する案内書，解説書，目録，図録，年報，調査研究の報告書等を作成

し，及び頒布すること。 

(5) 考古資料館資料に関する展覧会，講演会，講習会，研究会等を主催し，又は奨励すること。 

(6) 他の博物館，図書館，公民館，学校等の教育，学術又は文化に関する諸機関との連携及び

相互協力を行うこと。 

(7) その他前条の設置目的を達成するために必要な事業 

（指定管理者による管理） 

第３条 考古資料館の管理は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定により，法人その他の団体であって教育委員会が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う。）に行わせる。 

（全部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（指定管理者が行う業務） 

第４条 指定管理者は，次に掲げる業務を行う。 

(1) 第２条各号に掲げる事業に関する業務 

(2) 第６条の承諾に関する業務 

(3) 考古資料館の維持管理に関する業務 
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(4) 前３号に掲げるもののほか，教育委員会が必要と認める業務 

（全部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（休館日及び供用時間） 

第５条 考古資料館の休館日は，次のとおりとする。 

(1) 月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

（以下「休日」という。）に当たるときは除く。） 

(2) 休日の翌日（休日の翌日が日曜日，土曜日又は休日に当たるときは除く。） 

(3) １月１日から１月４日まで及び１２月２８日から１２月３１日まで 

２ 考古資料館の供用時間は，午前９時３０分から午後５時までとする。 

３ 指定管理者は，特に必要があると認めるときは，前２項の規定にかかわらず，教育委員会の

承認を得て，これを変更することができる。 

（全部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（利用の承諾） 

第６条 考古資料館の研修室及び附属設備（以下「研修室等」という。）を利用しようとする者

は，あらかじめ指定管理者の承諾を受けなければならない。 

２ 学術研究等のため，考古資料館資料の撮影，模写，模造等（以下「特別利用」という。）を

行おうとする者は，指定管理者の承諾を受けなければならない。 

３ 指定管理者は，前２項の承諾に考古資料館の管理上必要と認められる条件を付することがで

きる。 

（全部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（利用の承諾の制限） 

第７条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，研修室等の利用を承諾しない。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められるとき。 

(2) 研修室等及び考古資料館資料を損傷するおそれがあると認められるとき。 

(3) 営利を目的として使用すると認められるとき。 

(4) 考古資料館の事業の実施に支障があると認められるとき。 

(5) その他公益上又は管理上適当でないと認められるとき。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（特別利用の承諾の制限） 

第８条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，考古資料館資料の特別利用の承

諾をしない。 

(1) 考古資料館資料の保存に悪影響が生じると認められるとき。 

(2) 他の入館者の観覧に支障があると認められるとき。 
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(3) その他公益上又は管理上適当でないと認められるとき。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（利用料金） 

第９条 第６条第１項の承諾を受けた者は，指定管理者に研修室等の利用に係る料金（以下「利

用料金」という。）を支払わなければならない。 

２ 利用料金の額は，別表に掲げる額の範囲内において指定管理者があらかじめ市長の承認を得

て定める。 

３ 利用料金は，第６条第１項の承諾の際に納入しなければならない。ただし，指定管理者が特

に必要があると認める場合は，この限りでない。 

４ 利用料金は，指定管理者の収入として収受させるものとする。 

（追加〔平成２０年条例２０号〕） 

（利用料金の不還付の原則） 

第１０条 既に納入した利用料金は，返還しない。ただし，指定管理者が特別の事由があると認

める場合は，その全部又は一部を返還することができる。 

（追加〔平成２０年条例２０号〕） 

（利用料金の減免） 

第１１条 指定管理者は，市長が別に定める基準に従い，利用料金を減額し，又は免除すること

ができる。 

（追加〔平成２０年条例２０号〕） 

（入館の拒否等） 

第１２条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当する者に対しては，考古資料館への入館を

拒否し，又は退館を命ずることができる。 

(1) 騒音を発し，又は暴力を用いる等他人に迷惑をかけるおそれがあると認められる者 

(2) 考古資料館の施設，附属設備及び考古資料館資料を損傷するおそれがあると認められる者 

(3) 感染性の疾患があると認められる者 

(4) 他人に危害を及ぼし，若しくは迷惑をかけるおそれがあると認められる物品又は動物を携

行する者 

(5) その他考古資料館の管理上支障があると認められる者 

（追加〔平成２０年条例２０号〕） 

（利用等の承諾の取消し） 

第１３条 指定管理者は，研修室等の利用の承諾を受けた者及び考古資料館資料の特別利用の承

諾を受けた者（以下「利用者」という。）が，次の各号のいずれかに該当するときは，その利

用及び特別利用（以下「利用等」という。）の承諾を取り消し，又は制限し，若しくは停止す
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ることができる。 

(1) 第７条及び第８条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 利用等の承諾に付した条件に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により利用等の承諾を受けた事実が明らかになったとき。 

(4) この条例，この条例に基づく規則若しくは教育委員会規則又はこれらに基づく命令に違反

したとき。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（原状回復の義務） 

第１４条 利用者は，その利用等が終わったとき又は前条の規定により利用等の承諾の取消し等

の処分を受けたときは，直ちに原状に回復し，指定管理者の係員の点検を受けなければならな

い。 

２ 利用者が前項の義務を履行しない場合は，指定管理者がこれを代行し，これに要した費用を

利用者から徴収する。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（損害賠償等の義務） 

第１５条 考古資料館の施設，附属設備又は考古資料館資料を滅失し，損傷し，又は汚損した者

は，これを原状に回復し，又はその損害を賠償しなければならない。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

（考古資料館協議会） 

第１６条 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２０条第１項の規定に基づき，考古資料館

に徳島市立考古資料館協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会の委員は，学校教育及び社会教育の関係者，家庭教育の向上に資する活動を行う者並

びに学識経験のある者のうちから，教育委員会が任命する。 

３ 協議会は，委員７人以内で組織する。 

４ 協議会の委員の任期は２年とし，補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし，再任

を妨げない。 

５ 前項の規定にかかわらず，特別の事由があるときは任期中であっても解職することができる。 

６ 前各項に定めるもののほか，協議会の組織及び運営に関し必要な事項は，教育委員会が定め

る。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号・２４年１４号〕） 

（教育委員会規則への委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は，教育委員会規則で定める。 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，規則で定める日から施行する。 

（平成１０年９月規則第４５号により，平成１０．１０．１から施行。ただし，第３条

から第１４条までの規定並びに附則第２項及び第３項の規定は，平成１０．１１．２１

から施行） 

（徳島市都市公園条例の一部改正） 

２ 徳島市都市公園条例（昭和３２年徳島市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

（「次のよう」は省略） 

（非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４３年徳島市条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

（「次のよう」は省略） 

附 則（平成２０年６月３０日条例第２０号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の徳島市立考古資料館条例（以下「改正後の条例」という。）第３条

に規定する指定管理者の指定及びこれに係る手続その他この条例を施行するために必要な行為

は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても行うことができる。 

（経過措置） 

３ 施行日前において，この条例による改正前の徳島市立考古資料館条例（以下「改正前の条例」

という。）の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，改正後の条例の相当規定によっ

てしたものとみなす。 

４ 前項の規定にかかわらず，施行日前において，改正前の条例第４条第１項の利用の承諾を受

けた者であって，施行日以後に利用するものに係る使用料については，なお従前の例による。 

附 則（平成２４年３月２９日条例第１４号） 

この条例は，平成２４年４月１日から施行する。 

別表（第９条関係） 

（一部改正〔平成２０年条例２０号〕） 

１ 研修室利用料金 

利用料金の額 １時間につき３００円（全日利用は，２，１００円） 

２ 附属設備利用料金 
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種別 利用料金の額 

ビデオデッキ その他 １件につき１００円 
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○徳島市立考古資料館条例施行規則 

平成１０年９月３０日 

教育委員会規則第９号 

改正 平成２０年６月３０日教委規則第１７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，徳島市立考古資料館条例（平成１０年徳島市条例第２６号。以下「条例」

という。）の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（施設等の利用の手続） 

第２条 条例第６条第１項の規定により，考古資料館の研修室及び附属設備（以下「研修室等」

という。）を利用しようとする者は，徳島市立考古資料館研修室等利用承諾申請書を指定管理

者に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書は，利用しようとする日（その日が引き続き２日以上に及ぶときは，その初日

をいう。以下「利用日」という。）の３月前から当日までの間に提出しなければならない。た

だし，指定管理者がこれらの期間によりがたい特別の事情があると認めるときはこの限りでな

い。 

３ 指定管理者は，研修室等の利用を承諾したときは，徳島市立考古資料館研修室等利用承諾書

を交付するものとする。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（利用の取消及び利用内容の変更） 

第３条 研修室等の利用の承諾を受けた者（以下「利用者」という。）が研修室等を利用するこ

とができなくなったときは，前条第３項に規定する承諾書その他指定管理者が必要と認める書

類を添えて，直ちにその旨を文書で指定管理者に届け出なければならない。 

２ 利用者が利用の承諾の内容を変更して研修室等を利用するときは，指定管理者の承諾を受け

なければならない。この場合における承諾の手続きは，前条の規定を準用する。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（利用権譲渡等の禁止） 

第４条 利用者は，その利用に関する権利を他人に譲渡し，又は利用の承諾を受けた施設を転貸

してはならない。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（特別利用の承諾） 

第５条 条例第６条第２項の考古資料館資料の撮影，模写，模造等（以下「特別利用」という。）

を行おうとする者は，徳島市立考古資料館特別利用承諾申請書を指定管理者に提出しなければ

ならない。 
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２ 指定管理者は，特別利用を承諾したときは，徳島市立考古資料館特別利用承諾書を交付する

ものとする。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（手続き等の準用） 

第６条 第３条及び第４条の規定は，考古資料館資料の特別利用について準用する。この場合に

おいて，第３条第２項中「前条」とあるのは「第５条」と読み替えるものとする。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（考古資料館資料の館外貸出し） 

第７条 考古資料館資料は，館外への貸出しをしない。ただし，次の各号のいずれかに該当する

場合は，この限りではない。 

(1) 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博物館及び同法第２９条

に規定する博物館に相当する施設に対し貸し出す場合 

(2) その他，教育委員会が特に認めた者に対し貸し出す場合 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（損傷等の届出） 

第８条 考古資料館の施設，附属設備又は考古資料館資料を滅失し，損傷し，又は汚損した者は，

直ちにその旨を係員に届け出るとともに，徳島市立考古資料館施設等滅失・損傷・汚損届を指

定管理者に提出しなければならない。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（入館者の遵守事項） 

第９条 考古資料館の入館者は，次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 考古資料館の施設，設備又は考古資料館資料をき損し，又は汚損しないこと。 

(2) 他の入館者に危害又は迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(3) 許可を受けないで考古資料館資料の撮影，模写等をしないこと。 

(4) その他指定管理者が指示する事項 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（考古資料館協議会の役員） 

第１０条 条例第１４条に規定する徳島市立考古資料館協議会（以下「協議会」という。）に会

長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，協議会の委員（以下「委員」という。）の互選により決める。 

３ 会長及び副会長の任期は，委員としての在任期間とする。ただし，再任を妨げない。 

４ 会長は，会務を総理する。 

５ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を代理
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する。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（協議会の会議） 

第１１条 協議会の会議（以下「会議」という。）は会長が招集するものとする。 

２ 会議は毎年２回開催する他必要に応じて臨時会を開催するものとする。 

３ 会議は，委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは会長の決するところ

による。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

（委任） 

第１２条 この規則の施行に関し必要な事項は，教育委員会が別に定める。 

（一部改正〔平成２０年教委規則１７号〕） 

附 則 

この規則は，平成１０年１０月１日から施行する。 

ただし，第２条・第３条・第４条・第５条・第６条・第７条・第８条・第９条・第１０条・第

１１条・第１２条・第１３条及び第１４条の規定については，平成１０年１１月２１日から施行

する。 

附 則（平成２０年６月３０日教委規則第１７号） 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 
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１　敷　地　面　積

２　規　模　・　構　造

（１）鉄筋コンクリ－ト造（一部鉄骨造）平屋建
（２）建　築　面　積
（３）建物延床面積

３　一　般　駐　車　場         普通車５０台（身障者用１台含む）・大型バス３台駐車可能

４　屋　外　便　所 男子便所は大１（和）　・小２、　女子便所は大２（和）　・身障者用１（洋）

５　建　物　の　概　要

部　門　と　名　称 機　　能　　の　　概　　要　　な　　ど

展　示　公　開　部　門

展　　示　　室
◇　徳島市の縄文時代～平安時代の考古資料を中心と
　した常設展示コーナー（約１６０㎡）。
　　 展示替え等により一部を特別企画展等に利用可能。
◇　特定のテーマや地域に根ざしたテーマによる企画展
　等のための企画展示コーナー（約４０㎡）。

展　示　前　室
◇　ラウンジから展示室への緩衝スペース。
◇　ラウンジ等からの空気や光などが直接展示室へ入る
　のを防ぎ、展示環境を守る。

展　示　倉　庫 ◇　展示用備品・小物類等の収納スペース。

収　集　保　存　部　門

収　　蔵　　庫 ◇　復元された考古資料等の収集資料（金属器・土器・
　木器・石器等）を整理、分類して保管。

荷　　解　　室 ◇　収蔵庫と隣接し、資料等の搬入、荷解等を行う。

搬　　入　　口
◇　資料や各種物品等の搬入に使用。搬入口は電動
　シャッター。間口は幅約４ｍ×高さ約３．５ｍ。
◇　搬入口外に洗い場の設置。
◇　展示室への導線を確保。

教　育　普　及　部　門

研　　修　　室 ◇　講座、講演会、体験学習会等の開催や団体利用者へ
　の解説、会議等に使用。収容人員８０名。

準　　備　　室 ◇　講座・体験学習関係等の備品や消耗品などの収納。

会　　議　　室 ◇　館内外関係者の会議・集会等に使用。椅子１０人分。
◇　市民学芸員等との打ち合わせ、研究作業等に使用。

図　書　閲　覧　室
◇　考古学・埋蔵文化財関係の参考図書などの閲覧室。
◇　玄関ホールから近い位置に配置。閲覧用机と椅子
　６人分。

１２，５２３㎡

８０２．５㎡
１，０４７．９３９㎡

１００㎡

２５㎡

２５㎡

１３㎡

２５㎡

１０㎡

１１７㎡

１６５㎡

１５０㎡

徳島市立考古資料館の施設の概要と機能　　　　　　　

面　積

２５０㎡

２００㎡

２５㎡

２５㎡
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部　門　と　名　称 機　　能　　の　　概　　要　　な　　ど

管　理　研　究　部　門

事　務　室

◇　考古資料館に関する庶務的業務及び来客の応接を
　行う。
◇　学芸員の調査研究スペースとしても使用。
◇　館内の防災・防犯・電気・空調設備等の集中管理を
　行う。
◇　コピー機等の設置。
◇　館員４人程度が執務できるスペース。

受　　付

◇　館の総合案内で、来館者の出入りのチェックや受付
　業務・各種相談などを実施。
◇　カウンターは身障者や子供の利用にも配慮した高さ
　とする。

更　衣　室 ◇　事務室の一角で、男女別の更衣室設置（入口別）。

湯　沸　室 ◇　電気を使用。ガスの使用は不可。

休　養　室
◇　事務室に近い位置で、職員の休憩室とするとともに
　来館者の救護室兼用。
◇　押入付の約６畳の和室。

控　　室 ◇　委託業者等の詰所。

共　用　部　門

玄　関　ホ　ー　ル

◇　来館者に安心とゆとりを与えるスペース。
◇　団体入館者に対するガイダンススペースを考慮。
◇　外気の直接流入防止のため風除室を設置。
◇　外光を十分取り入れ、明るい落ちついた雰囲気
　とする。

ラ　ウ　ン　ジ

◇　外庭の景観を取り込み、落ちついた雰囲気とともに
　開放的で清々しい空間とする。
◇　一般入館者の休憩に利用し、ソファーを置いた休憩
　コーナーを設置。
◇　原則禁煙（館外に場所を定めて喫煙を許可する）。

化粧室・便所

◇　玄関ホールに面し、前室を設ける。
◇　男子便所は大２（和・洋）・小３
◇　女子便所は大３（和・洋）
◇　使いやすさに配慮した身障者用便所の設置。
◇　前室を設け、ロビーから室名札は見えるが、室内は
　見えないように配慮する。

廊　下　そ　の　他
◇　各室を機能的に配置するため、最小限度の廊下等
　を設置。

合　　　計

６　所　蔵　資　料　数 約 １，８００点

３０．５㎡

８０２．５㎡

１７２．５㎡

６０㎡

５０㎡

３２㎡

１０㎡

４㎡

１２㎡

４㎡

面　積

６５㎡

３０㎡

５㎡
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１　利用状況

中学生 小学生 中学生 小学生 貸出
以　上 以　下 以　上 以　下 件数

23 303 3,435 856 2,960 841 8,092 68 75,900

24 306 4,341 910 3,984 889 10,124 77 83,400

25 305 4,527 1,068 4,235 1,128 10,958 88 108,300

26 302 4,273 1,448 3,734 1,274 10,729 76 91,500

27 304 4,860 1,620 4,740 1,367 12,587 100 129,300

※減免件数
   平成23年度：14件
   平成24年度：8件
   平成25年度：6件
   平成26年度：8件
   平成27年度：7件

２　管理運営経費の状況
（単位：千円）

平成23年度 平成24年度平成25年度 平成26年度平成27年度

11,802 15,045 17,022 18,185 19,256

4,319 6,487 5,620 4,186 3,777

通信運搬費 313 348 384 345 386

消耗品費 643 596 405 318 230

修繕費 453 805 115 288 64

印刷製本費 59 315 5 50 2

光熱水費 1,454 1,404 1,577 1,620 1,772

賃借料 345 222 459 466 288

委託料 4,402 4,497 3,800 4,073 3,529

負担金 30 30 30 30 30

什器備品費 1,511 398 98 95 0

その他 546 825 1,085 1,615 1,778

25,877 30,972 30,600 31,271 31,112合計

管理費

合　計

来　館　者　数
研修室利用状況

施　設　の　実　績　（　概　要　）

人件費

事業費

収入額

年度 開館日数
男　性 女　性
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業　務　名 業　務　内　容

警備業務・機械警備業務 防犯等・防災等

廃棄物処理業務 廃棄物の収集・処分

衛生保守管理・燻蒸等業務 展示室・収蔵庫等各室の燻蒸・害虫駆除等

電気設備保守点検業務 電気設備の定期的な保守点検等

消防設備保守点検業務
消防設備の定期的な保守点検及び所轄消防署
への報告書提出等

浄化槽法定検査 浄化槽の法定検査の実施

給排水衛生設備等維持管理業務
浄化槽設備の保守点検・清掃等、水質の管理や
設備の性能等の維持等に必要な業務の実施等

自動扉設備点検業務 自動扉設備の保守点検等

展示等資料輸送等業務
特別企画展の展示資料等の梱包・輸送（搬入・
搬出）等

　　　　再委託業務一覧　（平成２７年度実績）
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